
改正前 改正後
　（住居手当）
第５条の８　［略］
２ 　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当
該各号に掲げる額（第１号又は第２号に掲げる職員のうち第３号
に掲げる職員でもあるものについては、第１号又は第２号に掲げ
る額及び第３号に掲げる額の合計額）とする。
　(１)　［略］
　(２)　前項第２号に掲げる職員　 1,500円（当該住宅が当該職員
　　その他人事委員会規則で定める者によって新築され、又は購入

　（住居手当）
第５条の８　［略］
２ 　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当
該各号に掲げる額（第１号又は第２号に掲げる職員のうち第３号
に掲げる職員でもあるものについては、第１号又は第２号に掲げ
る額及び第３号に掲げる額の合計額）とする。
　(１)　［略］
　(２)　前項第２号に掲げる職員　 1,000円（当該住宅が当該職員
　　その他人事委員会規則で定める者によって新築され、又は購入

宮　崎　県　公　報 平成 21 年 11 月 30 日（月曜日）号外　第 78 号

－ 1 －

発　　行　　宮 崎 県
印　　刷　　宮 崎 市 高 洲 町 222 番 地

合 資 会 社 愛 文 社 印 刷 所

発　行　定　日　毎週月・木曜日
購読料（送料共）１年 36,000 円

宮 崎 県 公 報
平成21年11月30日（月曜日）号外　第 78 号

　目　　　　　次　

頁
　　　条　　　例
○職員の給与に関する条例等の一部を改正する条

　例…………………………………………………………（人事課）１
○議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改
　正する条例………………………………………………（　〃　）34
○市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一
　部を改正する条例………………………………………（教育庁）37

　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。
　　平成21年11月30日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県条例第47号
　　　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例
　（職員の給与に関する条例の一部改正）
第１条　職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

本号で公布された条例のあらまし

◎　職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（条例第47号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　 　人事委員会勧告及び国家公務員の給与改定の状況等を踏まえ、平成21年の公民較差に基づく県職員の給与改定を行うため、
所要の改正を行うこととしました。

　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、平成21年12月１日から施行することとしました。
◎　議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第48号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　 　特別職の国家公務員等に準じて、本県特別職に係る平成21年12月期以降の期末手当の改定を行うため、所要の改正を行うこ
ととしました。

　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、平成21年12月１日から施行することとしました。
◎　市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第49号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　 　平成21年の人事委員会勧告等を踏まえ、義務教育等教員特別手当及び給料表の改定等を行うため、所要の改正を行うことと
しました。

　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、平成21年12月１日から施行することとしました。

条 例



　る額及び第３号に掲げる額の合計額）とする。
　(１)　［略］
　(２)　前項第２号に掲げる職員　 1,500円（当該住宅が当該職員
　　その他人事委員会規則で定める者によって新築され、又は購入
　　されたものである場合にあっては、当該新築又は購入がなされ
　　た日から起算して５年を経過するまでの間は 2,500円）
　(３)　［略］
３　［略］
　（期末手当）

　る額及び第３号に掲げる額の合計額）とする。
　(１)　［略］
　(２)　前項第２号に掲げる職員　 1,000円（当該住宅が当該職員
　　その他人事委員会規則で定める者によって新築され、又は購入
　　されたものである場合にあっては、当該新築又は購入がなされ
　　た日から起算して５年を経過するまでの間は 2,000円）
　(３)　［略］
３　［略］
　（期末手当）
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第８条　［略］
２ 　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合にお
いては 100分の 140、12月に支給する場合においては 100分の 1
　60を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務
　の級が７級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受
　ける職員（第３条第５項に規定する職員を除く。）でその職務の
　複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これらの職員
　のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第８条の４におい
　て「特定管理職員」という。）にあっては６月に支給する場合に
　おいては 100分の 120、12月に支給する場合においては 100分の
　 140を乗じて得た額、第３条第５項に規定する職員にあっては６
　月に支給する場合においては 100分の75、12月に支給する場合に
　おいては 100分の90を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内
　の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ
　、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
　(１)～(４)　［略］
３　再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「 1
　00分の 140」とあるのは「 100分の75」と、「 100分の 160」と
　あるのは「 100分の85」と、「 100分の 120」とあるのは「 100
　分の65」と、「 100分の75」とあるのは「 100分の40」と、「 1
　00分の90」とあるのは「 100分の50」とする。

４～６　［略］

第８条　［略］
２ 　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合にお
いては 100分の 140、12月に支給する場合においては 100分の 1
　50を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務
　の級が７級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受
　ける職員（第３条第５項に規定する職員を除く。）でその職務の
　複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これらの職員
　のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第８条の４におい
　て「特定管理職員」という。）にあっては６月に支給する場合に
　おいては 100分の 120、12月に支給する場合においては 100分の
　 125を乗じて得た額、第３条第５項に規定する職員にあっては６
　月に支給する場合においては 100分の75、12月に支給する場合に
　おいては 100分の80を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内
　の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ
　、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
　(１)～(４)　［略］
３ 　再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「 1
　00分の 140」とあるのは「 100分の75」と、「 100分の 150」と
　あるのは「 100分の80」と、「 100分の 120」とあるのは「 100
　分の65」と、「 100分の 125」とあるのは「 100分の70」と、「
　 100分の75」とあるのは「 100分の40」と、「 100分の80を」と
　あるのは「 100分の45を」とする。
４～６　［略］

　（勤勉手当）
第８条の４　［略］
２ 　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
各号に掲げる額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　次に掲げる職員
　　の区分に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
　　　当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職
　　　し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し
　　　、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け
　　　るべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合
　　　計額を加算した額に 100分の72.5（特定管理職員にあっては
　　　、 100分の92.5）を乗じて得た額の総額
　　イ　［略］
　(２)　［略］
３～５　［略］

　（勤勉手当）
第８条の４　［略］
２ 　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
各号に掲げる額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　次に掲げる職員
　　の区分に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
　　　当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職
　　　し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し
　　　、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け
　　　るべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合
　　　計額を加算した額に 100分の72.5（特定管理職員にあっては
　　　、 100分の97.5）を乗じて得た額の総額
　　イ　［略］
　(２)　［略］
３～５　［略］

　　別表第１から別表第４までを次のように改める。
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第２条　職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（通勤手当）
第５条の９　［略］
２　［略］
３ 　公署を異にする異動又は勤務する公署の移転に伴い、所在する
地域を異にする公署に勤務することとなったことにより、通勤の
実情に変更を生ずることとなった職員で人事委員会規則で定める
もののうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該異動
又は公署の移転の直前の住居（当該住居に相当するものとして人
事委員会規則で定める住居を含む。）からの通勤のため、特別急
行列車、高速自動車国道その他の交通機関等（以下「特急列車等
」という。）でその利用が人事委員会規則で定める基準に照らし
て通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるもの
を利用し、その利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃等の
額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相当する額を減
じた額をいう。以下同じ。）を負担することを常例とするものの
通勤手当の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通
勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　(１)　特急列車等に係る通勤手当　支給単位期間につき、人事委
員会規則で定めるところにより算出したその者の支給単位期間
の通勤に要する特別料金等の額の２分の１に相当する額。ただ
し、当該額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「１箇
月当たりの特別料金等２分の１相当額」という。）が２万円を
超えるときは、支給単位期間につき、２万円に支給単位期間の
月数を乗じて得た額（その者が２以上の特急列車等を利用する
ものとして当該特別料金等の額を算出する場合において、１箇
月当たりの特別料金等２分の１相当額の合計額が２万円を超え
るときは、その者の特急列車等に係る通勤手当に係る支給単位
期間のうち最も長い支給単位期間につき、２万円に当該支給単
位期間の月数を乗じて得た額）

　(２)　［略］
４～７　［略］

　（通勤手当）
第５条の９　［略］
２　［略］
３ 　公署を異にする異動又は勤務する公署の移転に伴い、所在する
地域を異にする公署に勤務することとなったことにより、通勤の
実情に変更を生ずることとなった職員で人事委員会規則で定める
もののうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該異動
又は公署の移転の直前の住居（当該住居に相当するものとして人
事委員会規則で定める住居を含む。）からの通勤のため、特別急
行列車、高速自動車国道その他の交通機関等（以下「特急列車等
」という。）でその利用が人事委員会規則で定める基準に照らし
て通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるもの
を利用し、その利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃等の
額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相当する額を減
じた額をいう。以下同じ。）を負担することを常例とするものの
通勤手当の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通
勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　(１)　特急列車等に係る通勤手当　支給単位期間につき、人事委
員会規則で定めるところにより算出したその者の支給単位期間
の通勤に要する特別料金等の額の２分の１に相当する額（特急
列車等を利用しなければ人事委員会規則で定める基準に照らし
て通勤困難であると認められる職員にあっては、３分の２に相
当する額）。ただし、当該額を支給単位期間の月数で除して得
た額（以下「１箇月当たりの特別料金等２分の１等相当額」と
いう。）が２万円を超えるときは、支給単位期間につき、２万
円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その者が２以上の特
急列車等を利用するものとして当該特別料金等の額を算出する
場合において、１箇月当たりの特別料金等２分の１等相当額の
合計額が２万円を超えるときは、その者の特急列車等に係る通
勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき
、２万円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）

　(２)　［略］
４～７　［略］

　（時間外勤務手当）
第６条の７　［略］
２　［略］
３ 　前２項の規定にかかわらず、勤務時間等条例第２条第８項の規
定により、あらかじめ同条第６項又は第７項の規定により割り振
られた１週間の正規の勤務時間（以下この項において「割振り変
更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜ
られた職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務し
た全時間（人事委員会規則で定める時間を除く。）に対して、勤
務１時間につき、第８条の８に規定する勤務１時間当たりの給与
額に 100分の25から 100分の50までの範囲内で人事委員会規則で
定める割合を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。

　（時間外勤務手当）
第６条の７　［略］
２　［略］
３ 　前２項の規定にかかわらず、勤務時間等条例第２条第８項の規
定により、あらかじめ同条第６項又は第７項の規定により割り振
られた１週間の正規の勤務時間（以下「割振り変更前の正規の勤
務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられた職員には
、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間（人事
委員会規則で定める時間を除く。）に対して、勤務１時間につき
、第８条の８に規定する勤務１時間当たりの給与額に 100分の25
から 100分の50までの範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗
じて得た額を時間外勤務手当として支給する。
４ 　第１項に規定する正規の勤務時間を超えてした勤務（勤務時間
等条例第２条第５項、第７項及び第８項の規定に基づく週休日に
おける勤務のうち人事委員会規則で定めるものを除く。）の時間
と第３項に規定する割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした
勤務の時間（同項に規定する人事委員会規則で定める時間を除く
。）との合計が１箇月について60時間を超えた職員には、その60
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　（期末手当）
第８条　［略］
２ 　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合にお
いては 100分の 140、12月に支給する場合においては 100分の 1
　 50を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務
の級が７級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受
ける職員（第３条第５項に規定する職員を除く。）でその職務の
複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これらの職員
のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第８条の４におい
て「特定管理職員」という。）にあっては６月に支給する場合に
おいては 100分の 120、12月に支給する場合においては 100分の
　  125を乗じて得た額、第３条第５項に規定する職員にあっては６
月に支給する場合においては 100分の75、12月に支給する場合に
おいては 100分の80を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内
の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ
、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
　(１)～(４)　［略］
３ 　再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「 1
　 00分の 140」とあるのは「 100分の75」と、「 100分の 150」と
あるのは「 100分の80」と、「 100分の 120」とあるのは「 100
分の65」と、「 100分の 125」とあるのは「 100分の70」と、「
　  100分の75」とあるのは「 100分の40」と、「 100分の80を」と
あるのは「 100分の45を」とする。
４～６　［略］

　 時間を超えて勤務した全時間に対して、第１項（第２項の規定に
より読み替えて適用する場合を含む。）及び第３項の規定にかか
わらず、次の各号に掲げる時間の区分に応じ、勤務１時間につき
、第８条の８に規定する勤務１時間当たりの給与額に当該各号に
掲げる割合を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。
　(１)　第１項に規定する正規の勤務時間を超えてした勤務の時間
　 100分の 150（その勤務が午後10時から翌日の午前５時まで
の間である場合は、 100分の 175）

　(２)　第３項に規定する割振り変更前の正規の勤務時間を超えて
した勤務の時間　 100分の50

　（期末手当）
第８条　［略］
２ 　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合にお
いては 100分の 125、12月に支給する場合においては 100分の 1
　 50を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務
の級が７級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受
ける職員（第３条第５項に規定する職員を除く。）でその職務の
複雑、困難及び責任の度等がこれに相当するもの（これらの職員
のうち、人事委員会規則で定める職員を除く。第８条の４におい
て「特定管理職員」という。）にあっては６月に支給する場合に
おいては 100分の 105、12月に支給する場合においては 100分の
　  130を乗じて得た額、第３条第５項に規定する職員にあっては６
月に支給する場合においては 100分の65、12月に支給する場合に
おいては 100分の85を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内
の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ
、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
　(１)～(４)　［略］
３ 　再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「 1
　 00分の 125」とあるのは「 100分の65」と、「 100分の 150」と
あるのは「 100分の85」と、「 100分の 105」とあるのは「 100
分の55」と、「 100分の 130」とあるのは「 100分の75」と、「
　  100分の65」とあるのは「 100分の35」と、「 100分の85」とあ
るのは「 100分の45」とする。
４～６　［略］

　（勤勉手当）
第８条の４　［略］
２ 　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
各号に掲げる額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　次に掲げる職員
の区分に応じ、それぞれ次に定める額

　　ア 　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職
し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し
、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け
るべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合
計額を加算した額に 100分の72.5（特定管理職員にあっては
、 100分の97.5）を乗じて得た額の総額

　　イ 　第３条第５項に規定する職員　当該職員の勤勉手当基礎額
に 100分の85を乗じて得た額の総額

　(２)　前項の職員のうち再任用職員　次に掲げる職員の区分に応
じ、それぞれ次に定める額

　（勤勉手当）
第８条の４　［略］
２ 　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会規
則で定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この
場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所
属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該
各号に掲げる額を超えてはならない。
　(１)　前項の職員のうち再任用職員以外の職員　次に掲げる職員
の区分に応じ、それぞれ次に定める額

　　ア 　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職
し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し
、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け
るべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合
計額を加算した額に 100分の70（特定管理職員にあっては、

　　　 100分の90）を乗じて得た額の総額
　　イ 　第３条第５項に規定する職員　当該職員の勤勉手当基礎額

に 100分の80を乗じて得た額の総額
　(２)　前項の職員のうち再任用職員　次に掲げる職員の区分に応
じ、それぞれ次に定める額
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　　ア 　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
、６月に支給する場合においては 100分の35（特定管理職員
にあっては、 100分の45）、12月に支給する場合においては

　　　  100分の40（特定管理職員にあっては、 100分の50）を乗じ
て得た額の総額

　　イ 　第３条第５項に規定する職員　当該職員の勤勉手当基礎額
に 100分の45を乗じて得た額の総額

３～５　［略］

　　ア 　イに掲げる職員以外の職員　当該職員の勤勉手当基礎額に
　　　  100分の35（特定管理職員にあっては、 100分の45）を乗じ

て得た額の総額

　　イ 　第３条第５項に規定する職員　当該職員の勤勉手当基礎額
に、６月に支給する場合においては 100分の40、12月に支給
する場合においては 100分の45を乗じて得た額の総額

３～５　［略］
　（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）
第３条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（給与に関する特例）
第 ７条　第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（
以下「特定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する
。

２～６　［略］
　（給与条例の適用除外等）
第８条　［略］
２ 　特定任期付職員に対する職員給与条例第５条の６、第７条の２
第１項、第８条第２項及び第８条の11第２項の規定並びに市町村
立学校職員給与条例第５条の２第１項の規定の適用については、
職員給与条例第５条の６中「医療職給料表(一)の適用を受ける職
員」とあるのは「医療職給料表(一)の適用を受ける職員及び一般
職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１
号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項の給料表の
適用を受ける職員で医療職給料表(一)の適用を受ける職員に相当
する職員として人事委員会が認めるもの」と、職員給与条例第７
条の２第１項中「又は第５条第１項の規定に基づく人事委員会規
則で指定する職を占める職員」とあるのは「、第５条第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員又は任期付
職員条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員
」と、職員給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 100分
の 175」と、職員給与条例第８条の11第２項中「第５条第１項の
規定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員」とある
のは「第５条第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定する職
を占める職員及び任期付職員条例第２条第１項の規定により任期
を定めて採用された職員」と、市町村立学校職員給与条例第５条
の２第１項中「第３条の３第１項の規定に基づく人事委員会規則
で指定する職を占める職員」とあるのは「第３条の３第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員及び一般職
の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号
）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす
る。

　（給与に関する特例）
第 ７条　第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（
以下「特定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する
。

２～６　［略］
　（給与条例の適用除外等）
第８条　［略］
２ 　特定任期付職員に対する職員給与条例第５条の６、第７条の２
第１項、第８条第２項及び第８条の11第２項の規定並びに市町村
立学校職員給与条例第５条の２第１項の規定の適用については、
職員給与条例第５条の６中「医療職給料表(一)の適用を受ける職
員」とあるのは「医療職給料表(一)の適用を受ける職員及び一般
職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１
号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項の給料表の
適用を受ける職員で医療職給料表(一)の適用を受ける職員に相当
する職員として人事委員会が認めるもの」と、職員給与条例第７
条の２第１項中「又は第５条第１項の規定に基づく人事委員会規
則で指定する職を占める職員」とあるのは「、第５条第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員又は任期付
職員条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員
」と、職員給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」と、職員給与条例第８条の11第２項中「第５条第１項の
規定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員」とある
のは「第５条第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定する職
を占める職員及び任期付職員条例第２条第１項の規定により任期
を定めて採用された職員」と、市町村立学校職員給与条例第５条
の２第１項中「第３条の３第１項の規定に基づく人事委員会規則
で指定する職を占める職員」とあるのは「第３条の３第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員及び一般職
の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号
）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす
る。

号給 給料月額
１ 376,000円
２ 426,000円
３ 479,000円
４ 545,000円
５ 622,000円
６ 728,000円
７ 852,000円

号給 給料月額
１ 376,000円
２ 425,000円
３ 478,000円
４ 544,000円
５ 621,000円
６ 726,000円
７ 850,000円
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第４条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（給与条例の適用除外等）
第８条　［略］
２ 　特定任期付職員に対する職員給与条例第５条の６、第７条の２
第１項、第８条第２項及び第８条の11第２項の規定並びに市町村
立学校職員給与条例第５条の２第１項の規定の適用については、
職員給与条例第５条の６中「医療職給料表(一)の適用を受ける職
員」とあるのは「医療職給料表(一)の適用を受ける職員及び一般
職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１
号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項の給料表の
適用を受ける職員で医療職給料表(一)の適用を受ける職員に相当
する職員として人事委員会が認めるもの」と、職員給与条例第７
条の２第１項中「又は第５条第１項の規定に基づく人事委員会規
則で指定する職を占める職員」とあるのは「、第５条第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員又は任期付
職員条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員
」と、職員給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」と、職員給与条例第８条の11第２項中「第５条第１項の
規定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員」とある
のは「第５条第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定する職
を占める職員及び任期付職員条例第２条第１項の規定により任期
を定めて採用された職員」と、市町村立学校職員給与条例第５条
の２第１項中「第３条の３第１項の規定に基づく人事委員会規則
で指定する職を占める職員」とあるのは「第３条の３第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員及び一般職
の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号
）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす
る。

　（給与条例の適用除外等）
第８条　［略］
２ 　特定任期付職員に対する職員給与条例第５条の６、第７条の２
第１項、第８条第２項及び第８条の11第２項の規定並びに市町村
立学校職員給与条例第５条の２第１項の規定の適用については、
職員給与条例第５条の６中「医療職給料表(一)の適用を受ける職
員」とあるのは「医療職給料表(一)の適用を受ける職員及び一般
職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１
号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第１項の給料表の
適用を受ける職員で医療職給料表(一)の適用を受ける職員に相当
する職員として人事委員会が認めるもの」と、職員給与条例第７
条の２第１項中「又は第５条第１項の規定に基づく人事委員会規
則で指定する職を占める職員」とあるのは「、第５条第１項の規
定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員又は任期付
職員条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員
」と、職員給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とあるのは
「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分の 1
　 65」と、職員給与条例第８条の11第２項中「第５条第１項の規定
に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員」とあるのは
「第５条第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定する職を占
める職員及び任期付職員条例第２条第１項の規定により任期を定
めて採用された職員」と、市町村立学校職員給与条例第５条の２
第１項中「第３条の３第１項の規定に基づく人事委員会規則で指
定する職を占める職員」とあるのは「第３条の３第１項の規定に
基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員及び一般職の任
期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号）第
２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とする。

　（職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）
第 ５条　職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年宮崎県条例第76号）の一
部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　　　附　則
　（給料の切替えに伴う経過措置）
第 ７条　施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職
員で、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月
額に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除
く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料とし
て支給する。

２・３　［略］

　　　附　則
　（給料の切替えに伴う経過措置）
第 ７条　施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職
員で、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月
額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成21年
宮崎県条例第47号。第１号において「平成21年改正条例」という
。）の施行の日において次の各号に掲げる職員である者にあって
は、当該給料月額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とし、
その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とす
る。）に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職員
を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料
として支給する。
　(１)　平成21年改正条例附則第２項第１号に規定する減額改定対
象職員（次号に掲げる職員を除く。）　 100分の 99.76

　(２)　職員給与条例第３条第５項に規定する職員　 100分の 99.
68

２・３　［略］
　　　附　則
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　給　　料　　表 職務の級 号　　給　
行政職給料表 １　級 １号給から56号給まで

２　級 １号給から24号給まで
３　級 １号給から８号給まで

公安職給料表 １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から44号給まで
３　級 １号給から32号給まで
４　級 １号給から16号給まで

教育職給料表(一) １　級 １号給から32号給まで
２　級 １号給から12号給まで

教育職給料表(二) １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から32号給まで
特２級 １号給から４号給まで

研究職給料表 １　級 １号給から56号給まで
２　級 １号給から32号給まで

医療職給料表(二) １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から32号給まで
３　級 １号給から16号給まで
４　級 １号給から４号給まで

医療職給料表(三) １　級 １号給から56号給まで
２　級 １号給から40号給まで
３　級 １号給から16号給まで
４　級 １号給から４号給まで

　(２)　平成21年６月１日において減額改定対象職員であった者（任用の事情を考慮して人事委員会規則で定める者を除く。）に同月に支
給された期末手当及び勤勉手当の合計額に 100分の0.28を乗じて得た額

３ 　平成21年４月１日から施行日までの間において市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の適用を受ける
職員その他の人事委員会規則で定める者であった者から引き続き新たに職員となった者で任用の事情を考慮して人事委員会規則で定める
ものに関する前項の規定の適用については、同項中「次に掲げる額」とあるのは、「次に掲げる額及び市町村立学校職員の給与等に関す
る条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の適用を受ける職員その他の人事委員会規則で定める者との権衡を考慮して人事委員会規則で定め
る額」とする。

　（施行期日）
１ 　この条例は、平成21年12月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２条及び第４条並びに附則第５項の規定は、平
成22年４月１日から施行する。
　（平成21年12月に支給する期末手当に関する特例措置）
２ 　平成21年12月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第８条第２項（同条第３項又は第３条
の規定による改正後の一般職の任期付職員の採用等に関する条例第８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び第４
項から第６項まで（職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮崎県条例第６号）第15条の規定により読み替えて適用する場合を含む。
）若しくは第９条の２第１項から第３項まで若しくは第６項又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（
昭和63年宮崎県条例第４号）第４条第１項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基
準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合にお
いて、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。
　(１)　平成21年４月１日（同月２日から施行日までの間に職員（職員の給与に関する条例第９条及び附則第２項に規定する職員を除く。
以下この項において同じ。）以外の者又は職員であって適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ次の表の給料表欄、
職務の級欄及び号給欄に掲げるものであるもの、医療職給料表(一)の適用を受ける職員若しくは一般職の任期付職員の採用等に関する
条例第７条第１項に規定する給料表の適用を受ける職員でその号給が１号給であるものからこれらの職員以外の職員（以下この項にお
いて「減額改定対象職員」という。）となった者（同年４月１日に減額改定対象職員であった者で任用の事情を考慮して人事委員会規
則で定めるものを除く。）にあっては、その減額改定対象職員となった日（当該日が２以上あるときは、当該日のうち人事委員会規則
で定める日））において減額改定対象職員が受けるべき給料、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、単身赴
任手当（職員の給与に関する条例第５条の10第２項に規定する人事委員会規則で定める額を除く。）及び特地勤務手当（同条例第６条
の２の２の規定による手当を含む。）並びに義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年宮崎県条
例第47号）第３条第１項に規定する教職調整額の月額の合計額に 100分の0.28を乗じて得た額に、同月から同年11月までの月数（同年
４月１日から施行日の前日までの期間において、在職しなかった期間、給料を支給されなかった期間、減額改定対象職員以外の職員で
あった期間その他の人事委員会規則で定める期間がある職員にあっては、当該月数から当該期間を考慮して人事委員会規則で定める月
数を減じた月数）を乗じて得た額
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　（期末手当） 　（期末手当）
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　（人事委員会規則への委任）
４　前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。
　（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）
５　職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮崎県条例第６号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。
　　平成21年11月30日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県条例第48号
　　　議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例
　（議会の議員の給与等に関する条例の一部改正）
第１条　議会の議員の給与等に関する条例（昭和31年宮崎県条例第45号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　 （育児短時間勤務職員についての職員の給与に関する条例の特例
）
第 15条　育児短時間勤務職員についての職員の給与に関する条例の
規定の適用については、次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同
表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす
る。

　 （育児短時間勤務職員についての職員の給与に関する条例の特例
）
第 15条　育児短時間勤務職員についての職員の給与に関する条例の
規定の適用については、次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同
表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす
る。

　［略］
第６条の７
第１項

　［略］

　［略］

　［略］
第６条の７
第１項

　［略］

第６条の７
第４項

第２項 職員の育児休業等に関する条例（
平成４年宮崎県条例第６号）第15
条

　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあ
るのは「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 1
　00分の 175」とする。
２　［略］

　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあ
るのは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 1
　00分の 165」とする。
２　［略］

第２条　議会の議員の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあ
るのは「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 1
　00分の 175」とする。
２　［略］

　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあ
るのは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 1
　00分の 165」とする。
２　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあ
るのは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 1
　00分の 165」とする。
２　［略］

　（期末手当）
第 ４条　議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（
昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用
を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と
する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とある
のは「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」とする。
２　［略］

第２条　議会の議員の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（知事等の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第３条　知事等の給与及び旅費に関する条例（昭和28年宮崎県条例第17号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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第 ４条　知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 100分
の 175」とする。
２～４　［略］

第 ４条　知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」とする。
２～４　［略］

第４条　知事等の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とあるのは
「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分の 1
　65」とする。
２～４　［略］

　（常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第５条　常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例（昭和31年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（企業局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第７条　企業局長の給与及び旅費に関する条例（昭和41年宮崎県条例第46号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　常勤の監査委員の期末手当の額は、職員の給与に関する条
例（昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の
適用を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した
額とする。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」
とあるのは「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは
「 100分の 175」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　常勤の監査委員の期末手当の額は、職員の給与に関する条
例（昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の
適用を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した
額とする。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」
とあるのは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは
「 100分の 165」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　常勤の監査委員の期末手当の額は、職員の給与に関する条
例（昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の
適用を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した
額とする。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」
とあるのは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは
「 100分の 165」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　常勤の監査委員の期末手当の額は、職員の給与に関する条
例（昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の
適用を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した
額とする。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」と
あるのは「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 1
　00分の 165」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 100
分の 175」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100
分の 165」とする。
２～４　［略］

第６条　常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第８条　企業局長の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。
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　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第10条　教育長の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第12条　病院局長の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100
分の 165」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とあるの
は「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分の
　 165」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　教育長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 100分
の 175」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　教育長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　教育長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とあるの
は「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分
の 165」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　教育長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和
29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受
ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする
。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とあるのは
「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分の 1
　65」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 160」とあるのは「 100
分の 175」とする。
２～４　［略］

　（期末手当）
第 ４条　病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100
分の 165」とする。
２～４　［略］

改正前 改正後
　（期末手当）
第 ４条　病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 140、」とある
のは「 100分の 160、」と、「 100分の 150」とあるのは「 100

　（期末手当）
第 ４条　病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭
和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を
受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす
る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 125」とあるの
は「 100分の 145」と、「 100分の 150」とあるのは「 100分の

　（教育長の給与等に関する条例の一部改正）
第９条　教育長の給与等に関する条例（平成12年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（病院局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）
第11条　病院局長の給与及び旅費に関する条例（平成18年宮崎県条例第21号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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　　　附　則
　この条例は、平成21年12月１日から施行する。ただし、第２条、第４条、第６条、第８条、第10条及び第12条の規定は、平成22年４月１
日から施行する。

　市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。
　　平成21年11月30日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県条例第49号
　　　市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例
　（市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正）
第１条　市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　別表を次のように改める。

改正前 改正後
　（義務教育等教員特別手当）
第５条の３　［略］
２ 　義務教育等教員特別手当の月額は、１万 5,900円を超えない範
囲内で、職務の級及び号給（再任用職員にあっては、職務の級）
の別に応じて、人事委員会規則で定める。
３・４　［略］

　（義務教育等教員特別手当）
第５条の３　［略］
２ 　義務教育等教員特別手当の月額は、１万 1,700円を超えない範
囲内で、職務の級及び号給（再任用職員にあっては、職務の級）
の別に応じて、人事委員会規則で定める。
３・４　［略］

　分の 165」とする。
２～４　［略］

　 165」とする。
２～４　［略］
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　（市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）
第２条　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年宮崎県条例第88号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　（施行期日）
１ 　この条例は、平成21年12月１日から施行する。ただし、第１条中市町村立学校職員の給与等に関する条例第５条の３第２項の改正規定
は、平成22年１月１日から施行する。
　（平成21年12月に支給する期末手当に関する特例措置）
２ 　市町村立学校職員の給与等に関する条例第６条の規定により県立学校職員の例によることとされる職員の給与に関する条例等の一部を
改正する条例（平成21年宮崎県条例第47号）附則第２項の規定の適用については、同項第１号中「特地勤務手当（同条例第６条の２の２
の規定による手当を含む。）」とあるのは「へき地手当（市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）第４条
の３の規定による手当を含む。）」と、
　「

」
　とあるのは
　「

改正前 改正後
　　　附　則
　（給料の切替えに伴う経過措置）
６ 　施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で
、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額に
達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除く。
）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料として支
給する。

　　　附　則
　（給料の切替えに伴う経過措置）
６ 　施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で
、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額（
市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例
（平成21年宮崎県条例第49号。以下この項において「平成21年改
正条例」という。）の施行の日において平成21年改正条例附則第
２項の規定により読み替えて適用する職員の給与に関する条例等
の一部を改正する条例（平成21年宮崎県条例第47号）附則第２項
第１号に規定する減額改定対象職員にあっては、当該給料月額に
　  100分の 99.76を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を
生じたときはこれを切り捨てた額とする。）に達しないこととな
るもの（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、給料月額
のほか、その差額に相当する額を給料として支給する。

給　　料　　表 職務の級 号　　給
行政職給料表 １　級 １号給から56号給まで

２　級 １号給から24号給まで
３　級 １号給から８号給まで

公安職給料表 １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から44号給まで
３　級 １号給から32号給まで
４　級 １号給から16号給まで

教育職給料表(一) １　級 １号給から32号給まで
２　級 １号給から12号給まで

教育職給料表(二) １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から32号給まで
特２級 １号給から４号給まで

研究職給料表 １　級 １号給から56号給まで
２　級 １号給から32号給まで

医療職給料表(二) １　級 １号給から52号給まで
２　級 １号給から32号給まで
３　級 １号給から16号給まで
４　級 １号給から４号給まで

医療職給料表(三) １　級 １号給から56号給まで
２　級 １号給から40号給まで
３　級 １号給から16号給まで
４　級 １号給から４号給まで
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」
　とする。
　（人事委員会規則への委任）
３　前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

給　　料　　表 職務の級 号　　給
教育職給料表 １　級 １号給から52号給まで

２　級 １号給から44号給まで
特２級 １号給から４号給まで
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